令和８年度地域密着型サービス事業者応募申請書提出書類一覧

	番号
	書　類　内　容　等
	提出
	市確認
	備　　　考

	１
	提出書類一覧
	
	
	

	２
	応募申請書（様式１）
	
	
	

	３
	整備計画書（様式２）

※様式２－１・２－２については必ず作成・提出すること。

※様式２－３以降については応募するサービス分のみ作成・提出すること。
	
	
	

	４
	整備予定地が各種開発規制等に該当する場合は、確実に除外等が可能と確認できる書類（様式３）

　※許認可権限のある機関に確認すること。

　※該当がない場合も必ず作成・提出すること。
	
	
	

	５
	地域密着型サービス事業所開設に係る資金計画書（様式４）
	
	
	

	６
	地域密着型サービス事業所に係る収支予算書（様式５）
	
	
	

	７
	借入金償還計画表（様式６）
※償還計画の根拠となる資料（積算資料）を添付すること。
	
	
	

	８
	法人代表者及び管理者予定者等の経歴書（様式７）

※従事予定の確認票（参考様式１）、資格証・修了証等の写しを添付すること。

※整備計画書（様式２）の指示に従って添付すること。
	
	
	

	９
	誓約書（様式８）
	
	
	

	１０
	平成３１年度以降に受けた介護保険法等に基づく行政処分又は勧告の内容（様式９）

※該当がない場合も必ず作成・提出すること。
	
	
	

	添付書類

	１１
	法人の現在事項全部証明書（登記簿謄本（写））

　※応募申請書提出前３ヵ月以内に発行されたもの。
	
	
	

	１２
	法人の定款（最新のもの）及び法人役員一覧表
	
	
	

	１３
	地方税（法人市民税・法人県民税、固定資産税・都市計画税、法人事業税、地方消費税）及び国税（法人税及び消費税）の直近３年間の納税証明書、又は設立後、決算をむかえていない法人については、法人代表者の市税等に係る直近３年間の納税証明書を添付すること。

　※納付書の写しは不可。

　※応募申請書提出前３ヵ月以内に発行されたもの。
	
	
	

	１４
	整備予定地の位置図（広域図及び周辺地図、住宅地図）

※周辺地図は周辺の地理情報がわかるものとし、最寄りの駅又はバス停、スーパー等を図示すること。
	
	
	

	１５
	整備予定地の公図（写）

※事業所整備予定地（来客・職員駐車場を含む）及び建物形状を図

示すること。
	
	
	

	１６
	整備予定地及び建物の全部事項証明書（登記簿謄本（写））

※最新の変更事項が反映されているもので、応募申請書提出前３ヵ月以内に発行されたもの。

※来客・職員駐車場敷地を含む。
	
	
	

	１７
	整備予定地及び建物の現況写真（カラー）

※整備予定地、建物及び周辺現況がわかるものとする。

※整備予定地が特定できるように場所をマーカーなどで示すこと。
	
	
	

	１８
	整備予定地を購入予定の場合は、所有が確実に見込まれることが確認できる書類（参考様式2）
	
	
	

	１９
	整備予定地及び建物を賃貸借予定の場合は、契約が確実に見込まれることが確認できる書類（参考様式3）
	
	
	


	番号
	書　類　内　容　等
	提出
	市確認
	備　　　考

	２０
	整備予定地に抵当権等の所有権・（本事業に係る）賃借権以外の権利が設定されている場合の内容と、抹消が可能である場合はそれが確認できる書類（参考様式4）
	
	
	

	２１
	整備予定地を以下のハザードマップ上に示した図面

· 津波浸水予測【ＨＰ「四日市市防災情報」の四日市市津波避難マップにて確認】
· 土石流危険渓流及び土石流氾濫域

· 地すべり危険箇所

· 急傾斜地崩壊危険箇所【以上、ＨＰ「三重県土砂災害情報提供システム」にて確認】

· （河川）浸水想定区域【県河川課ＨＰ及び国土交通省各河川事務所ＨＰにて確認】

※図面は、カラー、Ａ３版とし、必要に応じて整備予定地周辺を拡

大すること。

※整備予定地がハザードマップ上にない場合はハザードマップに

「○○方面○○ｋｍ」というように記載すること。

　※該当がない場合も必ず作成・提出すること。
	
	
	

	２２
	協力医療機関、バックアップ施設の承諾書　等
	
	
	

	２３
	地元要望書、地元同意書、隣地同意書、地元説明会資料　等
	
	
	

	２４
	整備予定事業所の敷地内配置図（来客・職員駐車場を含む）、平面図、立面図及び面積表

※方位、縮尺、各室の面積、廊下幅、扉・窓の開放部分等も平面図

に記載すること。（面積や廊下幅等、施設基準に数値の定めがあるものは、有効面積及び廊下幅は手すり部分を除いた幅を併記すること。）

※図面類はＡ３版に統一すること。なお、カラー可。
	
	
	

	２５
	自己資金の確保が確認できる書類（応募申請書提出前１ヵ月以内に発行された預金残高証明書又は財源の確保の見込が確認できる書類）
	
	
	

	２６
	寄附の場合は、寄附者の預金残高証明書（応募申請書提出前１ヵ月以内に発行されたもの）及び寄附履行が確認できる書類（参考様式5）

※寄附予定者及び寄附金額の変更は認められません。
	
	
	

	２７
	直近の損益計算書、貸借対照表、事業活動計算書　等

（親会社がある場合についてはそれらに関する同様の決算書）
	
	
	

	２８
	法人（代表者が代表を務める他の法人を含む）が受けた平成３１年度以降の社会福祉法人・事業所指導監査又は介護保険サービス事業者等指導監査の結果通知及び改善事項に対する改善結果報告書
	
	
	

	２９
	事業工程表（参考様式６）
	
	
	

	３０
	借入先の書面による融資確約書　等
	
	
	

	３１
	その他参考となる資料
	
	
	


（留意事項）

１　「令和８年度地域密着型サービス事業者応募申請書」等提出書類については、全て（該当する箇所）の項目を記載してください。また、記載を必要とする項目欄は具体的に記載してください。

２　添付書類については、公募要項における応募要件に該当するものがあり、追加提出は認められないため、添付忘れのないよう十分注意してください。　

また、提出書類及び添付書類については、「提出欄」に○を記載してください。なお、該当しない・添付しない書類については、「備考欄」にその理由を記入してください。

なお、提出書類に不備等がある場合、審査・選考に影響しますので、十分注意してください。

３　提出された書類は返却しません。また、選考結果に関わらず、応募申請書提出にかかる経費については、全て自己負担となります。

４　挙証資料等の代表者印は、印鑑証明の印影と同じものを使用してください。

５　必要に応じて、追加資料等の提出をお願いする場合があります。
６　正本には上記提出書類一覧において写しと記載のないものについては、原本を添付してください。

７　添付様式などに指示があるものについては、その指示に従い、提出してください。
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